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マイナンバー（個人番号）

マイナンバーカード（個人番号カード）

[目的]行政手続の簡素化による国民の利便性向上、行政事務の効率化、公平・公正な社会を実現する基盤
 日本国内の全住民に通知されている12桁の番号です。
 マイナンバー法に定められた社会保障・税・災害対策分野の行政事務の手続で利用されます。
 行政機関等がマイナンバー法に基づき情報連携することで、住民は各種手続の際に提出する添付書類（住民票、課
税証明書等）を省略できます。

マイナポータル

 行政機関等が保有している自分の情報や行政機関間での情報のやり取りの確認ができます。
 自宅のパソコン等からオンラインの申請や行政機関等からの通知の確認などができる自分専用のサイトです。

マイナンバー制度について

対面での本人確認
顔写真付きの本人確認書類として
・市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
・公私での本人確認が可能

電子的な本人確認
オンラインで安全・確実に本人を証明
・電子証明書により、スマートフォンや
パソコンで各種手続や契約が可能

・コンビニで住民票の写しなどを取得可能

・官民の様々な用途に利用可能

マイナンバーカード交付状況
【令和3年5月11日時点】

3,861万枚
（全住民に占める割合 30.4%）

ICチップ

マイナンバー

利用者登録数（令和3年5月10日時点）595万件
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※行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）

個人の申請により交付される顔写真入りカード
マイナンバーを使わずに電子的に個人を認証する機能(ICチップ)を搭載



マイナンバーカードは万全の安全対策を講じています

大切な個人情報は入っていません

ICチップ部分には、税や年金などの
個人情報は記録されません

なりすましができません

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれません

マイナンバーを利用するには、顔写真付
き身分証明書等での本人確認が必要に
なるため、悪用ができません

➣ 紛失・盗難の場合は、
24時間365日体制で停止可能

➣ 利用者本人が暗証番号を設定。
一定回数、間違えると機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとすると
ICチップが壊れる仕組み

万全のセキュリティ対策

顔写真入りのため、
対面での悪用は困難です

オンラインの利用には
マイナンバーは使いません
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ぴったりサービス

子育てをはじめとする
オンライン申請ができる

あなたの情報

・税情報（所得等）
・世帯情報
・予防接種の履歴
などが確認できる

お知らせ

「児童手当の現況届を出
してください」や「確定
申告が始まります」など
のあなたに合ったお知ら
せが届く

※サービスの検索や一部の申請に
ついてはマイナンバーカードが
なくてもできます

やりとり履歴の確認

あなたの情報が行政機関で
どのようにやりとりされた
かチェックできる

もっとつながる

（外部サイト連携）
・e-Tax
・ねんきんネット
などにつながる

マイナポータルの仕組み
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○ マイナポータルは、「マイナンバーカードをキーとした、わたしの暮らしと行政との入口」として、オンライン申請や、行政
機関等が保有する自分の情報の閲覧・取得、お知らせの通知などのサービスを提供しています。



視覚障害者向け
・マイナンバー制度について説明した点字、大活字の広報誌、音
声CDを作成し、関係団体等に送付（令和３年３月）。
・内閣府のマイナンバー制度のホームページに、電子媒体を掲載。
ダウンロードして利用できます。
ホームページのURL:
https://www.cao.go.jp/bangouseido/case/shikaku/index.
html#contents

点字広報誌 大活字広報誌

音声広報CD（ジャケット）

聴覚障害者向け
・マイナンバー制度について説明した手話動画（令和３年３月作成）
が、内閣府のマイナンバー制度のホームページで閲覧できます。
・今後、上記手話動画をDVDで関係団体等に配布予定。

ホームページのURL:
https://www.cao.go.jp/bangouseido/case/chokaku/index.
html

障害者の方へのマイナンバー制度についての広報
○ 情報バリアフリーに配慮し、障害者関係団体等の協力をいただきながら、マイナンバー制度の広報を実施しています。
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Aさん

マイナポータル

国

その他機関

地方公共団体

①ログイン

行政機関等
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③自己情報の取得要求
Aさんの情報
（例:所得）

④閲覧・取得

②あなたの情報から取得
したい情報を選択

中間サーバー

業務システム

業務システム

業務システム

中間サーバー

中間サーバー

情報の照会

情報の提供 副本情報を
登録・管理

副本情報を
登録・管理

副本情報を
登録・管理6

マイナンバー制度の情報連携とマイナポータルによる自己情報の閲覧の仕組み
○ 行政機関等は、マイナンバー法に基づき、互いに情報の照会と提供を行う個人の情報について、中間サーバーに
副本情報として登録・管理し、情報提供ネットワークシステムを通じて、情報連携する仕組みとしています。

○ マイナポータルは、行政機関等が情報連携する個人の情報について、本人が閲覧・取得し、行政機関間のやりと
りを確認できる機能を提供しています。



マイナポータルにより取得できる自己情報（主なもの）

世帯

地方税

健康・医療

子育て

福祉・介護

○医療保険の資格・給付情報（保険者名、資格適用開始日、保険料賦課、高額療養費限度額等）

○予防接種の情報（実施自治体、ワクチン情報、実施日等）

○乳幼児健診、妊婦健診の情報（実施自治体、実施日、健診結果等）

※特定健診情報:令和３年10月までに開始予定
※がん検診、肝炎ウイルス検診、骨粗鬆症検診、歯周疾患検診の情報:令和４年６月に開始予定

○世帯の属性の情報
※氏名、性別、生年月日、住所の４情報は、中間サーバーでは情報連携しない仕組み

○住民税の所得情報、賦課年度

○児童手当、児童扶養手当、母子父子寡婦法の給付金等の情報（認定区分、認定日、支給額等）

○母子保健法による妊娠の届出情報

○高等学校等就学支援金に関する情報

○児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費、療育給付、障害児入所給付費等の支給の情報

○身体障害者福祉法による身体障害者手帳、精神障害者福祉法による精神障害者手帳等の情報

○知的障害者福祉法による知的障害者の情報 ※療育手帳の情報は令和４年６月から追加

○生活保護の実施に関する情報

○介護保険の資格・給付情報（自治体、資格適用開始日、保険料賦課、高額介護費等）
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○マイナポータルは、番号法に基づき行政機関等間で連携する自己情報について、本人が照会する機能を提供しています。

雇用・年金
○雇用保険給付、労災補償保険給付、職業訓練給付金の支給に関する情報

○公的年金給付の支給に関する情報



ミライロの障害者手帳アプリとマイナポータルの連携の仕組み

スマートフォンを提示するだけで
素早く確認してもらえる

確認する点がすぐに分かる

マイナポータルで取得した
行政機関の情報なので、
より安心して確認できる

自分の障害者手帳
の情報を自治体に
照会・取得

!!

○ 令和２年６月から、ミライロの障害者手帳アプリとマイナポータルとのシステム間連携が開始。
○ 障害者手帳アプリの利用者は、自治体が管理する障害者手帳の情報を、マイナンバーカードで本人確認※して取得し、
信頼性の高い情報として事業者に提示できます。 ※マイナポータルの自己情報取得API機能を利用

ミライロ

地方公共団体

マイナポータルと連携すると
マイナちゃんが動いて
「連携済」と表示される

本人が同意・登録

マイナポータル

・交付年月日、返還年月日、再交付年月日
・手帳番号
・障害等級
・障害認定日

身体障害者
手帳情報

精神障害者
保健福祉手帳情報

・交付年月日、返還年月日、再交付年月日
・手帳番号
・障害等級
・精神手帳有効期間終了年月日

③令和４年６月から、知的障害者の資格情報も取得が可能
※デジタル改革関連法で、知的障害者の判定の情報をマイナンバー法の
情報連携の項目に追加。マイナポータル経由で取得が可能となる。

②令和３年６月から、乗車割引の区分（第１種 介護者も
割引対象、第２種）も情報連携の項目に追加

平日８時～21時、土日祝８時～17時情報連携の稼働時間 ①令和３年８月から、情報連携の稼働時間が24時間365
日に拡充 ※情報連携の新システムが8月から稼働予定

連
携
す
る
情
報
項
目

障害者手帳アプリとの情報連携の機能拡充
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○ マイナポータルでは、利用者が、民間や自治体等が提供するウェブサイトで、本人が同意した上で、行政機関等が保有
する自分の情報を簡単に登録できるよう、システム間で連携する機能を提供しています。
※令和元年11月に、自治体・民間事業者に連携のためのシステム仕様を公開。API連携の受付開始。

（参考）マイナポータルの自己情報取得APIの仕組み

連携前

目的サイト

①マイナポータルにログイン
（カードで本人確認）

③自己情報をダウンロード

④マイナポータルからログアウト

自己情報
(例:所得)

⑤目的サイトにログイン

⑥自己情報をアップロード

自己情報
(例:所得)

①目的サイトにログイン

②自己情報の提供について
本人がその都度同意
（カードで本人確認）

例:○○銀行
住宅ローン
申し込み

左の④⑤が不要
（利用者のログインが１回ですむ）
（ログイン先が自動で切り替わる）

利用者 目的サイト

左の③⑥が不要
（自己情報をダウンロード・
アップードする必要なし）
（システム間でやりとりする）

目的サイトのサービス向上・利用促進につながる

連携後

マイナポータル
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各サイトにアクセスする手間が生じる 利用者が自分の情報を簡単に登録できる

※API(ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ）により、外部のウェブサービスのシステムからマイナポータルにアクセスして、その機能を活用できるように連携

利用者

例:○○銀行
住宅ローン
申し込み

マイナポータル

②自己情報を
照会・取得

行政機関等

行政機関等

③自己情報を
照会→登録



○ 障害者の移動や施設利用の利便性の確保のため、本人確認等の簡素化について、関係省から、公共交通
機関や各種施設等の関係者に対し、好事例を紹介し、協力を依頼（令和２年６月） [依頼内容は次頁参照]
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（※）ミライロIDは、令和３年３月13日から、私鉄に加えて、全国JR各社でも利用可能になりました。
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○障害者の移動や施設利用時の本人確認等の簡素化についての内閣官房から関係省への依頼（令和２年６月）

【次頁に続く】



12



13

埼玉県

高松市

東村山市 八代市

大阪府

宮崎市

秩父市

壱岐市

千葉市

新発田市

射水市

沖縄県座間味村

堺市

佐倉市

富田林市

沖縄県渡嘉敷村上島町 沖縄県伊是名村

○公共施設、公営サービス等の利用においてミライロIDが本人確認書類として認められている地方公共団体
（令和３年５月10日現在）



申請項目 申請先 省略可能な書類の例

国民年金保険料の免除・納付猶
予の申請
（国民年金法）

日本年金機構
住民票

課税証明書

国民年金保険料の学生納付特
例の申請
（国民年金法）

日本年金機構 課税証明書

各種年金の裁定請求
（厚生年金保険法、国民年金
法等）

日本年金機構
住民票

課税証明書

年金受給者の各種届出の審査
（年金額改定請求書、加算額
開始事由該当届、支給停止事
由消滅届）（厚生年金保険法、
国民年金法等）

日本年金機構

住民票

課税証明書

障害基礎年金（20歳前の傷病
によるもの）受給者の所得確認
（国民年金法）

日本年金機構 所得状況届

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市町
村

年金額改定通知書

年金証書

障害者・児に対する医療費助
成の申請
（障害者総合支援法）

都道府県・市町
村

年金額改定通知書

年金振込通知書

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機
関（都道府県・
市等）

年金額改定通知書

年金振込通知書

精神障害者保健福祉手帳の
交付申請
（精神保健及び精神障害者福
祉に関する法律）

都道府県・
政令指定都市

年金証書

年金振込通知書

（参考）マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例①（年金関係）
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○情報提供ネットワークシステムによる情報連携（令和２年度実績）
情報照会 1億4888万件 日本年金機構 1億1567万件 市町村1241万件 都道府県938万件 支払基金722万件

情報提供 1億4011万件 市町村 1億3220万件 日本年金機構 607万件 厚労省職業安定局 145万件

○ 行政機関間で情報連携することにより、住民が各種手続の際に提出する書類（住民票等）を省略可能としています。



申請項目 申請先 省略可能な書類の例

保育園や幼稚園等の利用に
当たっての認定の申請（子ど
も・子育て支援法）

市町村

生活保護受給証明書

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

課税証明書

障害者手帳

児童手当の申請
（児童手当法） 市町村

課税証明書

住民票

奨学金の申請（独立行政法
人日本学生支援機構法）

日本学生支援
機構

生活保護受給証明書

雇用保険受給資格者証

障害者手帳

課税証明書

特別支援教育就学奨励費の
申請（特別支援学校への就
学奨励に関する法律）

都道府県教育
委員会

住民票

課税証明書

生活保護受給者証明書

児童扶養手当の申請
（児童扶養手当法）

都道府県・市
町村

住民票

課税証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

生活保護の申請
（生活保護法）

保護の実施機
関（都道府
県・市等）

課税証明書

雇用保険受給資格者証

児童扶養手当証書

特別児童扶養手当証書

申請項目 申請先 省略可能な書類の例

特別児童扶養手当の支給の
申請（特別児童扶養手当等
の支給に関する法律）

都道府県・市
町村

住民票

課税証明書

障害福祉サービスの申請
（障害者総合支援法） 市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

障害者・児に対する医療費助
成の申請（障害者総合支援
法）

都道府県・市
町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

特別児童扶養手当証書

障害者手帳

介護休業給付金の支給の申
請（雇用保険法） ハローワーク 住民票

保険料の減免申請
（介護保険法） 市町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

出産育児一時金の申請
（健康保険法）

健康保険組合
等 住民票

公営住宅の入居の申請
（公営住宅法）

都道府県・市
町村

住民票

課税証明書

生活保護受給証明書

障害者手帳

（参考）マイナンバー制度の情報連携に伴い省略可能な主な書類の例②（年金関係以外）
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